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質問の件名及び質問の要旨 (質問時間 ) 答弁を求める者 

１ 地域未来投資促進法と農業大学校周辺整備について   （１５分） 

農業大学校周辺整備そして高倉の鶴ヶ島の原風景の確保や活用、水土

里の交流圏構想は、鶴ヶ島市のリーディングプランのひとつ。最重要課

題です。 

本年９月２８日の埼玉県議会での一般質問において、上田県知事は、

自民党県議団による「県西部地域への未来産業集積による産業振興案」

に県との方向性が一致するものと国の地域未来投資促進法を活用しての

振興案に賛同の意思を表されております。 

鶴ヶ島市としての見解と現状、今後の取組について伺います。 

(１) 県西部地域への未来産業集積による産業振興案について 

(２) 地域未来投資促進法について、市で作成する基本計画について 

(３) 農業大学校跡地活用への影響について 

(４) 県央鶴ヶ島インター周辺整備への影響について 

 

 

 

２ 所有者不明の土地の実態について           (１５分) 

法務省は６月、所有者が不明の土地に関する実態調査を全国１０か所

で実施したところ、最後の登記から５０年以上経過している土地が都市

部で６.６％、地方では２６.６％に上ると発表しました。 

民間の有識者からなる「所有者不明土地問題研究会」も、全国で所有

者不明の土地が４１０万 haに達するとの推計を発表しました。 

 今後、さらに問題が深刻になると言われており、公共事業や土地境界

の確認の際に初めて問題が表面化し、深刻な問題になるケースが現在で

も多く受けられます。 

 それぞれの土地は、基本的には、個人の持ち物ですが、土地は、公共

性が高く、所有者不明の場合の社会的損失は大きいものです。政府は、

来年度予算案に調査費用を計上し、公共目的等に利用できる仕組みづく

りの検討も始まっております。 

また、所有者不明の土地を増やさない為には、相続の際などに、登記

を促す取組が必要です。京都府精華町では、死亡届を受け付けた場合、

土地に関する相続の際に必要な手続きや登記について、書類やリストな

ど渡し、丁寧な対応により成果をあげています。 

(１) 鶴ヶ島市の最後の登記から５０年以上経過しているような土地の

状況について 

(２) 土地区画整理事業や都市計画道路整備などの公共事業への支障の

実態について 
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(３) 空き家や空き地の所有者不明などによる生活環境整備への支障の

現状について 

(４) 市としての対策は。また、対策の為に国や県に求めることは。 

 

 

 

３ 期日前投票への積極的な取組を            (１５分) 

 鶴ヶ島市では、この度の第４８回衆議院議員総選挙、市議会議員の補欠

選挙にあたり、ワゴン車に記載台と投票箱を載せた「移動期日前投票所」

を埼玉県で初めて導入致しました。今回は、申し込みがあったケア付き高

齢者住宅１か所だけの運用でしたが、鶴ヶ島市同様神奈川県で初めて移動

期日前投票所を導入した箱根町では、町議選において、２日間で３か所を

回り、それぞれ２時間弱の投票を受け付けています。 

 また、今回の総選挙にあたり、台風での悪天候が予想されたせいもあり、

市役所での期日前投票所では、１時間待ちもでるような大変な混雑でし

た。以前から提案している投票所入場券への宣誓書の記載、若しくは、宣

誓書の事前ダウンロードを可能にするなど、改善が必要ではないでしょう

か。 

(１) 第４８回衆院選など、この度の選挙から見えた、市役所期日前投票

所の課題と対策について 

(２) 期日前投票における宣誓書の入場券への記載やネットでのダウン

ロードについて 

(３) 移動期日前投票所の取組の成果と課題について 

(４) 移動期日前投票所の積極的な活用について 

 

 

 

４ 鶴ヶ島中学校の校庭の水はけの改善を         (１５分) 

鶴ヶ島中学校の校庭の水はけが問題です。校庭のテニスコート側は、大

雨が降ると一面池のような状態になってしまい、晴れてもなかなか水がひ

きません。先日の市民体育祭でも、体協やスポーツ推進委員、自治会の役

員など総出で溝を掘って水を逃がし、砂を入れて、養生しました。 

部活や授業にも支障があるのではないでしょうか。 

(１) 鶴ヶ島中学校校庭の現状について 

(２) 学校や体育協会などからの要望の状況について 

(３) 市や教育委員会としての対応について 
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